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1.  平成22年3月期第2四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

営業収益 純営業収益 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第2四半期 175,698 ― 143,263 ― 37,745 ― 39,012 ― 135,711 ―

21年3月期第2四半期 63,400 ― 55,262 ― △994 ― 221 ― 56 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第2四半期 92.97 92.95
21年3月期第2四半期 0.07 0.07

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第2四半期 22,975,475 607,058 2.5 367.63
21年3月期 2,713,634 249,921 9.0 315.13

（参考） 自己資本   22年3月期第2四半期  583,987百万円 21年3月期  243,595百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  

22年3月期の配当予想額は現時点で未定であります。 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― ― ― 3.00 3.00
22年3月期 ― ―

22年3月期 
（予想）

― ― ―

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
証券業を主たる業務としている当社グループの業績は、株式市況等の影響により変動しやすいため、業績予想は行っておりません。 
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

（注）詳細は、4ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他（１）をご覧ください。 

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、4ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他（２）をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、5ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他（３）をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．当社は、期間業績に応じた柔軟な配当を実施していくことを基本的な考え方としておりますが、証券業を主たる業務としている当社グループは、株式市
況等の影響により業績の変動が極めて大きく、適正な業績を予想することが困難なため、現時点では配当予想額は未定であります。 
２．当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一
部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）附則第７条第１項第１号ただし書きおよび第４号ただし書きにより、改正後の四半期連結財
務諸表規則に基づいて作成しております。 
 
（注記事項） 
（1） 連結業績について 
当社は、平成21年５月７日付けで旧みずほ証券株式会社と合併しました。本合併は、企業結合会計上の逆取得に該当するため、当第２四半期について
は、旧みずほ証券株式会社の平成21年５月６日までの連結経営成績に、合併後のみずほ証券株式会社の平成21年５月７日以降の連結経営成績を合算
したものとなっております。そのため、「１．平成22年３月期第２四半期の連結業績」の「（１）連結経営成績（累計）」の対前年同四半期増減率は、記載を省
略しております。 
（2） １株当たり四半期純利益について 
平成21年４月１日から平成21年５月６日までは合併時に旧みずほ証券株式会社の株主に割り当てられた発行済株式数と、平成21年５月７日から平成21年
９月30日までの合併後発行済株式数をもとに期中平均発行済株式数を計算し、１株当たり四半期純利益を算出しております。 

新規 1社 （社名 みずほインターナショナル ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第2四半期 1,626,688,683株 21年3月期  811,118,683株

② 期末自己株式数 22年3月期第2四半期  38,168,068株 21年3月期  38,116,521株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第2四半期 1,459,707,017株 21年3月期第2四半期 773,139,996株
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【定性的情報・財務諸表等】 

 

１.連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、内外での在庫調整の進展や政府の景気対策効果などに支えられ

る形で輸出や生産活動が下げ止まりから持ち直しの動きとなりました。一方で、企業が設備投資抑制や雇用削

減の動きを継続したため民需の回復は緩やかに留まりましたが、全体としては景気後退に歯止めがかかりまし

た。株式市場は、春先の世界同時株安から反発の動きとなり、日経平均株価は期初 8,300 円台でスタートした

後、米国の金融安定化や景気回復期待を背景に上昇、６月上旬には約８ヵ月ぶりに 10,000 円台を回復しまし

た。その後は為替が円高に振れたこともあって、７月上旬に 9,000 円台割れ目前まで下落する場面を挟みなが

らも、８月下旬には昨年 10 月上旬以来の水準となる 10,639 円まで回復、ただ期末にかけては政権交代による

先行き不透明感や円高による企業収益の下振れ懸念などから上値の重い推移となり、10,100 円台で期を終え

ました。債券市場は６月上旬にかけて株式市場の回復や米長期金利の上昇を背景に金利先高感が強まり、10

年国債利回りは一時 1.5％台半ばまで上昇しましたが、その後は良好な需給関係や海外金利の安定などに支え

られて期末にかけて低位での推移となり、1.2％台後半で引けました。 

一方、海外では、米国経済は大型景気対策への期待や金融市場の安定化などを背景に、景況感を中心に改善

の動きが継続、住宅販売にも底入れの動きが広がるなど、景気悪化に歯止めがかかってきました。また欧州で

も、在庫調整の進展などにより企業景況感を中心に改善の動きが続きました。株式市場は、米国では７月上旬

にかけて一時調整場面もありましたが、投資家のリスク選好の回復を背景に下値を切り上げながら上昇が継続

しました。また、欧州も米国株の動向に同調する形で持ち直しの動きが続きました。債券市場は、欧米とも原

油価格の上昇や財政赤字拡大懸念などから長期金利が上昇する場面もありましたが、期末にかけてはインフレ

期待の安定や金融緩和の長期化観測などを背景に、落ち着いた動きとなりました。 

このような環境下、当社グループの連結営業収益は 1,756 億 98 百万円、経常利益は 390 億 12 百万円、四半

期純利益は 1,357 億 11 百万円となりました。業績の概況は以下のとおりであります。 

 

（１）受入手数料 

受入手数料は、731 億 28 百万円となりました。内訳は以下のとおりであります。 

 

・委託手数料 

東証１･２部の一日平均売買代金は 1兆 6,026 億円となりました。当社の委託売買高は株数で74 億 28 百万

株、金額で 5 兆 3,563 億円となり、当社グループの株式委託手数料は 143 億 30 百万円を計上いたしました。 

 

・引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 

株式発行市場におきましては、当社は新規上場企業１社を含む４社の株式の公募・売出しの引受けを主幹

事として行いました。この結果、当社グループの株式引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数

料は 121 億 31 百万円となりました。 

一方、債券発行市場では、一般事業債で共同主幹事を含め 69 銘柄の主幹事を務めました。この結果、債

券引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は 95億 19 百万円となりました。 

 

 

・募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 

これらの手数料は、投資信託の募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料が大半を占めて

おります。 

金融不安の後退や景気回復期待を背景に、信用リスク低下局面におけるメリットを享受すべく世界各国の

転換社債に投資する投資信託「グローバル CB ファンド」を導入し、新たに募集を行いました。 

また、主にイベント・ドリブン型戦略による投資収益を享受し、償還時に豪ドル建て元本の確保を目指す

外国投信「豪ドル建満期時元本確保型 dbX-ポールソン・パフォーマンス連動ファンド（2009-10）」の募集

を行いました。 

この他、金融セクターに特化した投資信託や、BRICs などの新興国に関連する投資信託を中心に、既存の

投資信託の継続募集を行いました。 

この結果、募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は 96 億 31 百万円となりました。 
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・その他の受入手数料 

その他の受入手数料は、投資信託の信託報酬のほか、ラップ口座や年金保険の販売手数料、Ｍ＆Ａや株

式公開に向けた各種コンサルティングに係る手数料等が含まれており、247 億 21 百万円となりました。 

 

（２）トレーディング損益 

トレーディング損益は、株券等が 42億 44 百万円、債券等・その他が 446 億 98 百万円となり、合計で 489

億 43 百万円となりました。 

 

（３）金融収支 

金融収益 536 億 48 百万円から金融費用 324 億 34 百万円を差し引いた金融収支は、212 億 14 百万円の利

益となりました。 

 

（４）販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費は、合計で 1,055 億 17 百万円となりました。 

 

（５）特別損益 

特別利益は、当第１四半期連結累計期間で計上した負ののれん発生益 1,102 億 19 百万円を含め 1,102 億

23 百万円となり、特別損失に計上した合併関連費用 41 億 79 百万円、固定資産除却損 8億 22 百万円等を差

し引いた特別損益は、1,050 億 52 百万円の利益となりました。 

 

 

２.連結財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期末における総資産は、旧みずほ証券株式会社との合併により、22兆 9,754 億 75 百万円とな

り、前連結会計年度末に比べて 20 兆 2,618 億 40 百万円増加しました。 

流動資産は、前連結会計年度末比 20兆 1,157 億 37 百万円増の 22 兆 7,156 億 55 百万円となりました。 

負債は、前連結会計年度末比 19 兆 9,047 億 3 百万円増の 22 兆 3,684 億 17 百万円となりました。 

純資産については、前連結会計年度末比 3,571 億 36 百万円増の 6,070 億 58 百万円となりました。この結

果、自己資本比率は 2.5％となりました。 

 

 

 ３.連結業績予想に関する定性的情報 

  証券業を主たる業務としている当社グループの業績は、株式市況等の影響により変動しやすいため、業績

予想を行っておりません。 

 

  

４.その他 

 

 （１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

     平成 21 年５月７日付けで、旧みずほ証券株式会社と合併したことから、同社の子会社であったみず

ほインターナショナルについては、当第 1四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。 

 

 （２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 

   ①簡便な会計処理 

    固定資産の減価償却費の算定方法 

     定率法等を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法

により算定しております。 

 

   ②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

    該当事項はありません。 
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（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

 

①会計基準等の改正に伴う変更   

該当事項はありません。 

  

②①以外の変更  

１．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号平成 20 年 12 月 26 日）、「連結財務諸表

に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号平成 20 年 12 月 26 日）、「『研究開発費等に係る会計

基準』の一部改正」（企業会計基準第 23 号平成 20 年 12 月 26 日）、「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号平成 20 年 12 月 26 日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準

第 16 号平成 20 年 12 月 26 日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号平成 20 年 12 月 26 日）が平成 21 年４月１日以後開始す

る連結会計年度において最初に実施される企業結合及び事業分離等から適用することができるこ

とになったことに伴い、当第 1 四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用しております。 

              

２．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号平成 20 年 12 月 26 日）に基づき「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成 21 年３月 24

日内閣府令第５号）が平成 21 年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることにな

ったことに伴い、当第 1 四半期連結累計期間から「少数株主損益調整前四半期純利益」を表示して

おります。 
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5.【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金・預金 119,245 172,838

預託金 94,044 42,297

トレーディング商品 7,757,529 1,317,692

商品有価証券等 6,823,958 1,294,088

貸付債権 26,604 －

デリバティブ取引 906,966 23,603

約定見返勘定 － 39,289

営業有価証券等 86,672 9,551

営業貸付債権 3,551 －

信用取引資産 52,313 31,502

信用取引貸付金 29,899 13,075

信用取引借証券担保金 22,414 18,426

有価証券担保貸付金 14,261,363 948,137

借入有価証券担保金 4,080,640 796,087

現先取引貸付金 10,180,722 152,050

立替金 3,797 739

有価証券等引渡未了勘定 1,466 －

短期貸付金 8,302 70

有価証券 29,174 7,627

繰延税金資産 17,609 4,130

その他の流動資産 281,135 26,571

貸倒引当金 △551 △530

流動資産計 22,715,655 2,599,918

固定資産   

有形固定資産 45,069 33,400

無形固定資産 109,748 28,221

投資その他の資産 105,002 52,094

投資有価証券 75,257 30,605

長期差入保証金 19,161 10,453

繰延税金資産 1,805 791

その他 13,132 13,171

貸倒引当金 △4,354 △2,926

固定資産計 259,819 113,716

資産合計 22,975,475 2,713,634
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

トレーディング商品 4,495,747 636,694

商品有価証券等 3,636,065 609,335

デリバティブ取引 859,681 27,358

約定見返勘定 299,348 －

信用取引負債 21,014 12,286

信用取引借入金 12,722 7,193

信用取引貸証券受入金 8,292 5,092

有価証券担保借入金 12,976,988 1,014,579

有価証券貸借取引受入金 2,172,778 667,767

現先取引借入金 10,804,210 346,811

預り金 64,678 31,976

受入保証金 222,326 17,527

有価証券等受入未了勘定 13,620 －

短期借入金 2,753,071 571,770

コマーシャル・ペーパー 304,600 81,500

1年内償還予定の社債 72,281 －

リース債務 1,177 96

未払法人税等 1,200 487

賞与引当金 15,738 2,754

役員賞与引当金 － 23

繰延税金負債 243 －

ポイント引当金 1,156 1,136

その他の流動負債 40,318 6,680

流動負債計 21,283,513 2,377,514

固定負債   

社債 485,260 33,000

長期借入金 567,797 40,300

リース債務 1,561 351

繰延税金負債 11,339 3,452

退職給付引当金 14,187 5,604

役員退職慰労引当金 300 796

執行役員退職慰労引当金 181 1,059

その他の固定負債 2,352 1,212

固定負債計 1,082,981 85,776

特別法上の準備金   

金融商品取引責任準備金 1,922 422

特別法上の準備金計 1,922 422

負債合計 22,368,417 2,463,713
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 125,167 125,167

資本剰余金 389,660 82,973

利益剰余金 136,268 41,570

自己株式 △7,442 △7,426

株主資本合計 643,653 242,284

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,440 1,214

為替換算調整勘定 △63,106 95

評価・換算差額等合計 △59,666 1,310

新株予約権 372 －

少数株主持分 22,697 6,325

純資産合計 607,058 249,921

負債純資産合計 22,975,475 2,713,634
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業収益   

受入手数料 29,395 73,128

委託手数料 9,517 16,992

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘
等の手数料

914 21,782

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

7,223 9,631

その他の受入手数料 11,740 24,721

トレーディング損益 26,088 48,943

営業有価証券等損益 △551 △21

金融収益 8,467 53,648

営業収益計 63,400 175,698

金融費用 8,138 32,434

純営業収益 55,262 143,263

販売費・一般管理費 56,256 105,517

取引関係費 8,425 16,047

人件費 25,442 51,784

不動産関係費 7,902 13,009

事務費 5,074 8,558

減価償却費 6,647 11,251

租税公課 644 1,233

貸倒引当金繰入れ － 0

その他 2,120 3,631

営業利益又は営業損失（△） △994 37,745

営業外収益 2,316 2,225

営業外費用 1,100 959

経常利益 221 39,012
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

特別利益 2,211 110,223

投資有価証券売却益 1,590 3

負ののれん発生益 － 110,219

在外子会社清算に伴う為替換算調整勘定取崩益 357 －

貸倒引当金戻入額 1 －

金融商品取引責任準備金戻入 261 －

特別損失 2,101 5,170

固定資産除却損 260 822

投資有価証券売却損 4 13

投資有価証券評価損 971 40

ゴルフ会員権評価損 9 31

合併関連費用 855 4,179

金融商品取引責任準備金繰入れ － 83

税金等調整前四半期純利益 331 144,064

法人税、住民税及び事業税 405 2,701

法人税等調整額 △325 4,927

法人税等合計 80 7,628

少数株主損益調整前四半期純利益 － 136,435

少数株主利益 194 724

四半期純利益 56 135,711
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（３）継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

 

（４）セグメント情報 

 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日)および当第２四半期連結累計

期間(自 平成 21 年４月１日 至 平成 21 年９月 30 日) 

  当企業集団は、①有価証券の売買等、②有価証券の売買等の委託の媒介、③有価証券の引受および売出し、

④有価証券の募集および売出しの取扱い、⑤有価証券の私募の取扱いなどの証券業を中心とする営業活動を

グローバルに展開しております。これらの営業活動は、金融その他の役務提供を伴っており、この役務提供

と一体となった営業活動を基に収益を得ております。従って、当企業集団の事業区分は、「投資・金融サー

ビス業」という単一のセグメントに属しているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間(自 平成 20 年４月１日 至 平成 20 年９月 30 日) 

全セグメントの営業収益の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が、いずれ

も 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成 21 年４月１日 至 平成 21 年９月 30 日) 

日本 アジア 欧州 米州 計 
消去又は 

全社 
連結 

 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

純営業収益    

(1) 外 部 顧 客 か ら の

純営業収益 
97,055 1,385 26,740 18,082 143,263   － 143,263

(2)セグメント間の内部

純営業収益 
3,224 786 1,710 446 6,167 (6,167) －

計 100,280 2,171 28,450 18,528 149,431 (6,167) 143,263

営業利益又は 

営業損失(△) 
18,248 △30 13,822 5,418 37,458   287 37,745

（注） １．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

    ２．日本以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア ・・・ 中国、シンガポール 

(2) 欧州 ・・・ イギリス、スイス 

(3) 米州 ・・・ アメリカ 
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【海外売上高(純営業収益)】 

前第２四半期連結累計期間(自 平成 20 年４月１日 至 平成 20 年９月 30 日) 

海外営業収益が連結営業収益の 10％未満のため、海外営業収益の記載を省略しております。 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成 21 年４月１日 至 平成 21 年９月 30 日) 

 アジア 欧州 米州 計 

海外売上高（純営業収益） （百万円） 1,257 24,633 19,779 45,671

連結売上高（純営業収益） （百万円）   143,263

連結売上高（純営業収益）に占める海外売上高

（純営業収益）の割合（％） 
0.9 17.2 13.8 31.9

（注） １．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

 ２．日本以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア ・・・ 中国、シンガポール 

(2) 欧州 ・・・ イギリス、スイス 

(3) 米州 ・・・ アメリカ 

３．海外売上高（純営業収益）は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における純営業収益

であります。 

 

 

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

      当社は、平成 21 年５月７日付けで旧みずほ証券株式会社と合併いたしました。本合併は企業結合会計上

の逆取得に該当するため、当第２四半期連結累計期間の株主資本の期首残高は旧みずほ証券株式会社の連結

期首残高となっております。そのため、前連結会計年度の株主資本の連結会計年度末残高と当第２四半期連

結累計期間の株主資本の期首残高との間には連続性がなくなっております。 

   当第２四半期連結累計期間における株主資本の各項目の主な変動事由およびその金額は、次のとおりであ

ります。 

 
 

株主資本（百万円） 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 21 年 3 月 31 日残高(注 1.) 250,000 75,742 556 － 326,298

当第２四半期連結累計期間中の変動額  

四半期純利益 135,711  135,711

自己株式の取得 △14 △14

自己株式の処分 2 2 5

合併による増加(注 2.) 313,916 △7,431 306,484

合併による減少(注 2.) △124,832  △124,832

当第２四半期連結累計期間中の変動額合計 △124,832 313,918 135,711 △7,442 317,354

平成 21 年 9 月 30 日残高 125,167 389,660 136,268 △7,442 643,653

注１．「平成 21 年 3 月 31 日残高」は、旧みずほ証券株式会社の連結期首残高を記載しております。 

注２．「合併による増加」および「合併による減少」は、旧みずほ証券株式会社を取得企業、当社を被取得企業と

してパーチェス法を適用したことによる増加および減少（被取得企業の取得原価等）であります。 
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６．その他の情報 

 

（１）受入手数料 

①科目別内訳                  （単位：百万円） 

前 第 ２ 四 半 期 

連 結 累 計 期 間 
 

旧新光証券 

当第２四半期 

連結累計期間 

委 託 手 数 料  9,517  16,992 

（ 株    券 ） ( 9,477 ) ( 14,330 ) 

（ 債    券 ） ( 13 ) ( 2,626 ) 

引受け・売出し・特定投資家向け 

売付け勧誘等の手数料 
   914  21,782 

（ 株    券 ） (   253 ) ( 12,131 ) 

（ 債    券 ） ( 660 ) ( 9,519 ) 

募集・売出し・特定投資家向け 

売付け勧誘等の取扱手数料 
  7,223  9,631 

その他の受入手数料  11,740  24,721 

合     計  29,395  73,128 

 

 

②商品別内訳                  （単位：百万円） 

前 第 ２ 四 半 期 

連 結 累 計 期 間 
 

旧新光証券 

当第２四半期 

連結累計期間 

株 券   9,844  27,221 

債 券  881  12,796 

受 益 証 券  15,377  15,346 

そ の 他  3,291  17,763 

合     計  29,395  73,128 

 

 

（２）トレーディング損益                （単位：百万円） 

前 第 ２ 四 半 期 

連 結 累 計 期 間 

 

旧新光証券 

当第２四半期 

連結累計期間 

株 券 等  6,011  4,244 

債 券 等 ・ そ の 他  20,076  44,698 

（ 債 券 等 ） ( 19,119 ) ( 42,319 ) 

（ そ の 他 ） (     957 ) ( 2,379 ) 

合     計  26,088  48,943 
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（３）自己資本規制比率 

 （単位：百万円） 

前 期 末 
 当第２四半期末 

旧新光証券 

基 本 的 項 目 資 本 合 計 (Ａ) 578,344 231,191 

そ の 他 有 価 証 券

評価 差額金 (評価 益 )等
  4,450  1,544 

金融商品取引責任準備金等  1,899 397 

一 般 貸 倒 引 当 金  66 87 

長 期 劣 後 債 務  151,000 17,000 

短 期 劣 後 債 務  185,650 43,650 

補 完 的 項 目 

計 (Ｂ) 343,067 62,679 

控 除 資 産  (Ｃ) 336,434 88,274 

固定化されていない自己資本の額 （Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） (Ｄ) 584,977 205,596 

 市 場 リ ス ク 相 当 額  88,782 25,767 

取 引 先 リ ス ク 相 当 額  35,349 7,076 
リ ス ク 相 当 額 

基 礎 的 リ ス ク 相 当 額  47,885 26,653 

 計 (Ｅ) 172,018 59,497 

自 己 資 本 規 制 比 率 (Ｄ)／(Ｅ)×１００       340.0 ％       345.5 ％

  （注）自己資本規制比率は単体の決算数値をもとに算出しております。 

みずほ証券(株)(8606)平成22年3月期 第2四半期決算短信

14



 

 

 

 

 

（４）連結損益計算書の四半期推移 
                                                                                    （単位：百万円） 

科      目 

 
前年第２四半期 

20. 7. 1 

20. 9.30 

 
前年第３四半期 

20.10. 1 

20.12.31 

 
前年第４四半期 

21. 1. 1 

21. 3.31 

 
当第１四半期 

21. 4. 1 

21. 6.30 

 
当第２四半期 

21. 7. 1 

21. 9.30 

 旧新光証券 旧新光証券 旧新光証券   

営 業 収 益 26,783 21,681 21,999 95,325 80,372 

受 入 手 数 料 13,998 11,877 11,727 33,649 39,478 

委 託 手 数 料 3,769 4,142 3,285 7,937 9,055 

（ 株  券 ） (    3,749) (    4,064) (    3,229) (    6,503) (     7,826)

（ 債  券 ）  (        5)  (       26) (       22)  (    1,419)  (     1,207)

引受け・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の手数料
  498   904 378 9,250 12,532  

（ 株  券 ） (      181) (       72) (      45) (    4,039) (     8,092)

（ 債  券 ）  (      316)  (      832)  (      333)  (    5,122)  (     4,396)

募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料
4,030 2,635 4,193 3,083 6,547 

その他の受入手数料 5,700 4,195 3,869 13,377 11,343 

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益  9,047 6,628 6,826 32,592 16,350 

株 券 等   408 598 1,624 1,382 2,862 

債 券 等 ・ そ の 他  8,638 6,030 5,202 31,209 13,488 

（ 債 券 等 ） (    4,995)  (△    955) (    9,072) (   34,029) (    8,289)

（ そ の 他 ）  (    3,643)  (    6,985) (△  3,870) (△  2,819)  (    5,199)

営 業 有 価 証 券 等 損 益 △    533 △    278 △    426 △    136 115 

金 融 収 益 4,270 3,454 3,872 29,220 24,428 

金 融 費 用 3,874 3,384 2,057 17,963 14,470 

純 営 業 収 益 22,908 18,297 19,941 77,361 65,901 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 27,317 26,973 26,134 49,331 56,186 

取 引 関 係 費 4,000 3,923  3,254 7,570 8,477 

人 件 費 12,184 11,979 11,876 24,797 26,987 

不 動 産 関 係 費 3,845 3,603 3,753 6,059 6,950 

事 務 費 2,612 2,497 2,231 3,896 4,661 

減 価 償 却 費 3,333 3,417 3,636 5,021 6,230 

租 税 公 課 276 199 186 510 722 

そ の 他 1,064 1,352 1,195 1,475 2,156 

営 業 利 益 △  4,408 △  8,676 △  6,192 28,030 9,715 

営 業 外 収 益 1,162   564 1,059 1,481 744 

営 業 外 費 用 551 418 778 619 339 

経 常 利 益    △  3,797 △  8,530 △ 5,912 28,891 10,120 

特 別 利 益 1,892  4,084 248 110,257 △     34 

特 別 損 失 1,805 1,890 1,365 3,586 1,584 

税金等調整前四半期純利益 △  3,710 △  6,335 △ 7,028 135,563 8,501 

法人税､住民税及び事業税   254 △     74     192 1,684 1,017 

法 人 税 等 調 整 額 △  1,411 215 △   116 3,907 1,019 

少数株主損益調整前四半期純利益 ― ― ― 129,971 6,464 

少 数 株 主 利 益   94 △     23 △     32 456 267 

四 半 期 純 利 益 △  2,647 △  6,453 △  7,071 129,514 6,196 
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【参考】四半期個別財務諸表 

四 半 期 貸 借 対 照 表 

                                          （単位：百万円） 

科     目 
当第２四半期 

(2 1 . 9 . 3 0 ) 
科     目 

当第２四半期 

(2 1 . 9 . 3 0 ) 

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 11,088,103 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 9,986,493 

現 金 ・ 預 金 82,337 ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 4,010,868 

預 託 金 91,282 商 品 有 価 証 券 等 3,298,005 

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 6,483,573 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 712,862 

商 品 有 価 証 券 等 5,630,150 約 定 見 返 勘 定 35,913 

貸 付 債 権 26,604 信 用 取 引 負 債 19,615 

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 826,818 信 用 取 引 借 入 金 11,581 

営 業 有 価 証 券 等 31,023 信 用 取 引 貸 証 券 受 入 金 8,033 

信 用 取 引 資 産 48,065 有 価 証 券 担 保 借 入 金 2,785,064 

信 用 取 引 貸 付 金 25,920 有価証券貸借取引受入金 2,176,479 

信用取引借証券担保金 22,144 現 先 取 引 借 入 金 608,585 

有 価 証 券 担 保 貸 付 金 4,132,370 預 り 金 50,737 

借 入 有 価 証 券 担 保 金 4,083,080 受 入 保 証 金 102,166 

現 先 取 引 貸 付 金 49,289 有価証券等受入未了勘定 0 

立 替 金 655 短 期 借 入 金 2,601,242 

短 期 貸 付 金 65,267 コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 304,600 

繰 延 税 金 資 産 16,506 1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 45,600 

そ の 他 の 流 動 資 産 137,562 リ ー ス 債 務 1,111 

貸 倒 引 当 金 △    540 未 払 法 人 税 等 729 

固 定 資 産 327,832 賞 与 引 当 金 6,327 

有 形 固 定 資 産 17,792 ポ イ ン ト 引 当 金 1,156 

無 形 固 定 資 産 36,244 関係会社整理損失引当金 5 

投 資 そ の 他 の 資 産 273,795 そ の 他 の 流 動 負 債 21,354 

投 資 有 価 証 券 222,540 固 定 負 債 844,747 

長 期 差 入 保 証 金 16,557 社 債 277,310 

繰 延 税 金 資 産 23,130 長 期 借 入 金 552,207 

そ の 他 15,296 リ ー ス 債 務 1,507 

貸 倒 引 当 金 △  3,729 退 職 給 付 引 当 金 11,858 

  そ の 他 の 固 定 負 債 1,864 

  特 別 法 上 の 準 備 金 1,899 

  金融商品取引責任準備金 1,899 

  負 債 合 計 10,833,140 

  （ 純 資 産 の 部 ）  

  株 主 資 本 578,344 

  資 本 金 125,167 

  資 本 剰 余 金 411,310 

  利 益 剰 余 金 49,307 

  自 己 株 式 △  7,440 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 4,078 

その他有価証券評価差額金 4,079 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △      1 

新 株 予 約 権 372 

純 資 産 合 計 582,795 

資 産 合 計 11,415,936 負 債 純 資 産 合 計 11,415,936 

   （注）この四半期貸借対照表は，四半期財務諸表等規則に基づいて作成しておりますが、法定開示におけ

るレビュー対象ではありません。 
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四 半 期 損 益 計 算 書 

 
                    （単位：百万円） 

科      目 

 

当第２四半期 
21. 4. 1 

21. 9.30 

営 業 収 益 111,796 

 受 入 手 数 料 60,645 

  ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 35,655 

  営 業 有 価 証 券 等 損 益 △  1,223 

 金 融 収 益 16,718 

金 融 費 用 11,669 

純 営 業 収 益 100,126 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 81,456 

  取 引 関 係 費 12,597 

  人 件 費 33,695 

  不 動 産 関 係 費 12,308 

  事 務 費 10,551 

  減 価 償 却 費 9,344 

  租 税 公 課 1,093 

  そ の 他 1,865 

営 業 利 益 18,670 

営 業 外 収 益 1,585 

営 業 外 費 用 37 

経 常 利 益 20,217 

特 別 利 益 45 

  投 資 有 価 証 券 売 却 益 14 

  貸 倒 引 当 金 戻 入 30 

特 別 損 失 6,514 

  固 定 資 産 売 却 損 0 

  固 定 資 産 除 却 損 813 

  投 資 有 価 証 券 売 却 損 14 

  投 資 有 価 証 券 評 価 損 122 

  ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 31 

  過 年 度 減 価 償 却 費 1,634 

  合 併 関 連 費 用 3,814 

  金融商品取引責任準備金繰入 84 

税 引 前 四 半 期 純 利 益 13,748 

法人税、住民税及び事業税 60 

法 人 税 等 調 整 額 △  4,690 

法 人 税 等 合 計 △  4,630 

四 半 期 純 利 益 18,379 

 

（注）この四半期損益計算書は，四半期財務諸表等規則に基づいて作成しておりますが、法定開示におけ

るレビュー対象ではありません。 
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◆みずほ証券（含む海外現法）･･･トレーディング勘定 （時価） （時価÷額面） （時価） （時価÷額面）
(H21/4～

H21/9)

1  外貨建て証券化商品 390 12 350 12 10

2 ABSCDO、CDO 60 2 10 0 △0

3 60 2 10 0 △0

4 - - - - 0

5 - - - - -

6 - - - - 0

7 RMBS 10 1 0 0 0

8 0 2 0 0 △0

9 10 1 0 0

10 0 1 0 0

11 ABS、CLO等 320 79 340 81 10

12 240 83 220 79 △10

13 0 14 0 14 △0

14 80 72 120 86 20

H21/3末
残高

H21/3末
マーク率

（％）

（単位：億円、概数）
H21/9末

残高

H21/9末
マーク率

（％）

H21年度累計
実現損益

RMBSを裏付資産とするもの

SIV関連

CMBS

米国サブプライムRMBS

0

CLO

事業法人向け債権を裏付資産とするもの

その他のCDO

ﾐｯﾄﾞﾌﾟﾗｲﾑﾛｰﾝ（Alt-A）

CMBSを裏付資産とするもの

上記以外のRMBS
（ﾐｯﾄﾞﾌﾟﾗｲﾑﾛｰﾝ､ﾌﾟﾗｲﾑﾛｰﾝ等を裏付資産とするもの）

*2

*1

*3 *3 *3 *3*3

*4*4

 

〔ご参考〕証券化商品の状況（みずほ証券（含む海外現法）分） 
 
1. 外貨建て証券化商品の状況 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
*1: H21/3 末比増減（約△40 億円）のうち、約△30 億円は為替影響（主として米ドルに対する円高要因）によるもの 
*2: 裏付資産に占める米国サブプライム関連資産の比率は約 2 割 

時価残高に占める最優先部分（スーパーシニアトランシェ）の比率は約 3 割 
*3: 米国政府系機関債･政府支援機関債を除く（なお、当グループが保有するそれらの残高については「その他の関連情報」を

ご参照） 
*4： CDO 組成のため行っていたクレジットデフォルトスワップ（CDS）取引の決済に伴い、担保となっていた SIV 発行のシニア債券

の受渡しにより取得したもの 

（ご参考） 証券化商品に係るクレジットデフォルトスワップ（CDS）の状況（H21/9 末） 

– みずほ証券における証券化商品を参照債権とするクレジットデフォルトスワップ（CDS）によるヘッジ取引の

想定元本は、約 1,720 億円（H21/3 末約 2,980 億円）、参照債権の時価評価額は約 1,390 億円（H21/3

末約 2,080 億円）。ヘッジ先に対する請求可能見積額は差額の約 330 億円。なお、当該請求可能見積額

から引当（約 40 億円）を除いた金額は約 290 億円。 

（上記 CDS 契約のうち、米国モノライン（H21/9 末現在の外部格付 AA-※1）をヘッジ先とする CDS 想定元

本は約 190 億円、その参照債権の時価評価額は約 160 億円・・・いずれも内数） 
※1  格付は H21/9 末における外部格付のうち最も低い格付を基準に分類 

– 上記 CDS 契約の想定元本のうち、6 割超は外部格付 AA 格相当以上の先（H21/9 末現在）をヘッジ先と

するものであり、かつ、参照債権は主に事業法人向け債権を裏付資産とするもの 

 

2. その他の関連情報（H21/9 末）  （計数は 10 億円ﾍﾞｰｽでの概数） 

¾ 米国政府系機関債（ｼﾞﾆｰﾒｲ）、政府支援機関（GSE）債（ﾌｧﾆｰﾒｲ、ﾌﾚﾃﾞｨｰﾏｯｸ）（トレーディング勘定） 

－ 米国市場におけるマーケットメイク目的等で、米国政府系機関､GSE による住宅ローン担保証券（RMBS）を 

約 340 億円、米連邦住宅抵当公社（ファニーメイ）及び米連邦住宅貸付抵当公社（フレディーマック）の 

発行する社債を約 1,070 億円保有 

－ 全額時価評価を行っており含み損はなし（H21 年度第 2 四半期累計期間における実現損益は僅少） 

なお、これらの機関の株式は保有せず 

[管理会計ベース] 
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